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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 6,709 △5.5 363 2.0 291 4.7 100 △40.0
22年3月期 7,098 7.2 356 334.2 278 301.5 167 ―

（注）包括利益 23年3月期 155百万円 （△19.6％） 22年3月期 193百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 20.13 ― 3.0 3.3 5.4
22年3月期 33.54 ― 5.2 3.2 5.0

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 8,606 3,403 39.5 681.18
22年3月期 8,887 3,307 37.2 661.97

（参考） 自己資本   23年3月期  3,403百万円 22年3月期  3,307百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 301 △88 △378 2,583
22年3月期 529 △17 △299 2,748

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― ― ― 12.00 12.00 59 35.8 1.9
23年3月期 ― ― ― 12.00 12.00 59 59.6 1.8
24年3月期(予想) ― ― ― 12.00 12.00 42.2

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,267 6.5 21 262.7 △3 ― △19 ― △3.80
通期 7,250 8.1 365 0.4 315 8.1 142 41.2 28.42



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料18ページ「(７)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 5,000,000 株 22年3月期 5,000,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 3,988 株 22年3月期 3,009 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 4,996,406 株 22年3月期 4,996,991 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 6,699 △5.5 313 2.3 264 4.9 87 △42.5
22年3月期 7,086 7.2 306 578.3 252 354.7 151 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年3月期 17.47 ―
22年3月期 30.37 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 8,126 3,310 40.7 662.56
22年3月期 8,375 3,228 38.5 646.02

（参考） 自己資本 23年3月期  3,310百万円 22年3月期  3,228百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,263 6.6 △20 ― △26 ― △5.20
通期 7,240 8.1 289 9.3 131 50.1 26.22
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(1）経営成績に関する分析 

 （当期の経営成績）  

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな企業業績の回復が見られ景気の悪化に歯止めがかかる兆しがあ

りましたが、継続的な円高やデフレなどの不安定な要因の他、雇用環境の悪化や個人消費の低迷などにより厳しい

状況で推移いたしました。 

また、東日本大震災の発生により国内経済に与える影響は未知数であります。  

当社グループが関連する工事用保安用品業界におきましては、民間工事が回復傾向にありましたが、公共工事予

算の大幅な削減により、大変厳しい市場環境となりました。 

この様な状況下、当社グループはレンタル投入の抑制、経費削減に努め、また引き続き高速道路関連商品の付加

価値向上と提案型営業を推進してまいりました。  

この結果、当連結会計年度の売上高は6,709百万円（前連結会計年度比5.5％減）となりました。利益面につきま

しては、営業利益が363百万円（前連結会計年度比2.0％増）となり、経常利益はユーロ円債に関する投資有価証券

評価損29百万円を営業外費用に計上したことにより291百万円（前連結会計年度比4.7％増）となりました。  

また当期純利益につきましては、子会社清算益14百万円、退職給付制度改定益86百万円を特別利益に計上し、株

価低迷による投資有価証券評価損75百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額26百万円を特別損失に計上

し、また、法人税等調整額35百万円を計上したことにより100百万円（前連結会計年度比40.0％減）となりました。 

商品の品目別売上高の内訳につきましては、標識・標示板1,487百万円（前連結会計年度比12.9％減）、安全機材

594百万円（前連結会計年度比6.7％減）、保安警告サイン439百万円（前連結会計年度比1.1％増）、安全防災用品

565百万円（前連結会計年度比2.0％減）、その他769百万円（前連結会計年度比4.5％減）であります。また、レン

タル売上高につきましては2,852百万円（前連結会計年度比2.8％減）となりました。  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 （東日本エリア） 

 当連結会計年度において、東日本エリアの売上高は 百万円（前連結会計年度比8.6％減）、営業利益は

百万円（前連結会計年度比35.2％減）となりました。営業の状況としては、売上高で主に北海道地区の工事

予算の削減による落込みが多かったことによるものです。 

 利益につきましては、利益率の下落はなかったものの、予想以上の売上高減少があったことにより減少いた

しました。   

 （西日本エリア） 

 当連結会計年度において、西日本エリアの売上高は 百万円（前連結会計年度比2.0％減）、営業利益は

百万円（前連結会計年度比8.6％増）となりました。営業の状況としては、売上高で見ると地区別では大き

い落込みがある所はなく、全体的に横這いか減少している地区が多くありました。 

 利益につきましては、レンタル投入の抑制と経費の効率化により増加いたしました。 

 （次期の見通し）  

今後のわが国経済は、雇用環境の悪化やデフレ継続などに加え、東日本大震災の国内経済への影響が未知数であ

り、先行きを見極めることが困難となっております。  

当社グループが関連する工事用保安用品業界におきましては、公共工事予算が横這いもしくは削減されると予想

され、更に市場獲得競争が激しくなっていくと思われます。  

この様な状況の下、当連結会計年度に千葉県市原市、埼玉県鶴ヶ島市に営業所を開設、更に横浜支店を敷地の広

い場所へ移転させ、関東地区の販売網を強化し、また、レンタル売上強化策として規制車を増車するなど売上高の

増強を図ってまいります。また、高速道路関連市場へ高速道路の利便性や、安全性を向上できるよう更なる提案型

営業を推進していきます。  

これらを勘案し、次期の見通しにつきましては売上高7,250百万円、営業利益365百万円、経常利益315百万円、当

期純利益142百万円を見込んでおります。  

  

１．経営成績

3,422

171

3,287

370
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(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ280百万円減少し8,606百万円となりました。各資産、

負債及び純資産の要因は次のとおりです。  

（流動資産）  

 当連結会計年度末における流動資産は5,450百万円（前連結会計年度末5,787百万円）となり、337百万円の減少

いたしました。  

 この主な要因は次のとおりです。 

※１ キャッシュ・フロー計算書をご参照ください。  

※２ 当連結会計年度の売上高が前連結会計年度比5.5％減となったためであります。  

（固定資産）  

 当連結会計年度末における固定資産は3,156百万円（前連結会計年度末3,099百万円）となり、56百万円の増加と

なりました。  

 この主な要因は次のとおりです。 

※１ 主に建物及び構築物の増加63百万円と、リース資産の増加55百万円によるものであります。  

※２ 時価のある投資有価証券の下落50百万円と子会社清算による減少10百万円であります。  

※３ 計上可能な一時差異の減少によるものであります。 

（流動負債）  

 当連結会計年度末における流動負債は3,622百万円（前連結会計年度末3,551百万円）となり、71百万円の増加と

なりました。  

 この主な要因は次のとおりです。  

※１ 当連結会計年度の売上高が前連結会計年度比5.5％減となったためであります。 

※２ 返済期日による流動負債への振替の増加によるものであります。  

※３ リース資産の増加によるものであります。  

※４ 課税所得の減少と中間納付額が多かった為であります。  

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

現金及び預金 百万円2,748 百万円2,583 百万円△164 ※１ 

受取手形及び売掛金 百万円2,090 百万円1,917 百万円△172 ※２ 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

有形固定資産 百万円2,475 百万円2,646 百万円170 ※１ 

投資有価証券 百万円386 百万円326 百万円△60 ※２ 

繰延税金資産 百万円56 百万円24 百万円△32 ※３ 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

支払手形及び買掛金 百万円833 百万円766 百万円△66 ※１ 

１年内返済長期借入金 百万円540 百万円730 百万円190 ※２ 

リース債務 百万円104 百万円140 百万円36 ※３ 

未払法人税等 百万円142 百万円77 百万円△64 ※４ 
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（固定負債）  

 当連結会計年度末における固定負債は1,580百万円（前連結会計年度末2,027百万円）となり、447百万円の減少と

なりました。  

 この主な要因は次のとおりです。  

※１ 返済期日による流動負債への振替の増加、返済によるものであります。  

※２ リース資産の増加によるものであります。  

  ※３ 適格退職年金制度から確定拠出年金制度及び退職一時金制度への移行によるものであります。 

（純資産）  

 当連結会計年度末における純資産は3,403百万円（前連結会計年度末3,307百万円）となり、95百万円の増加とな

りました。  

 この主な要因は次のとおりです。  

※  前連結会計年度にその他有価証券評価差額金で計上していた評価損を当連結会計年度に投資有価証券評価損

へ計上した為であります。  

 ② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より

164百万円減少いたしました。  

各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、301百万円の収入（前連結会計年度は529百万円の

収入）となりました。  

 この内訳の主なものは、収入では税金等調整前当期純利益292百万円、減価償却費313百万円、売上債権の減

少額172百万円によるものであり、支出では退職給付制度改定益86百万円、レンタル資産取得による支出181百

万円、仕入債務の減少81百万円、法人税等の支払額218百万円であります。  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、88百万円の支出（前連結会計年度は17百万円の支

出）となりました。  

 この内訳の主なものは、収入では、子会社の清算による収入24百万円によるものであり、支出では有形固定

資産の取得による支出102百万円、その他投資等の取得による支出16百万円であります。  

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

長期借入金 百万円1,360 百万円980 百万円△380 ※１ 

リース債務 百万円329 百万円349 百万円20 ※２ 

退職給付引当金 百万円139 百万円51 百万円△87 ※３ 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

その他有価証券評価差額金 百万円△54 百万円0 百万円54 ※ 
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 （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、378百万円の支出（前連結会計年度は299百万円の

支出）となりました。  

 この内訳の主なものは、借入金減少195百万円と配当金の支払額60百万円、リース債務の返済による支出123

百万円であります。  
 なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。  

※ 自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

１. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。  

２. 株式時価総額は、期末株価終値 × 期末発行済株式総数により算出しております。  

３. 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主尊重を第一義と考え、今後の業績の伸展状況、配当性向を考慮しつつ、安定的な配当の維

持及び適正な利益還元を行っていくことを基本方針としています。当期につきましては、大変厳しい経営環境であ

りましたが内部保留を若干確保させていただき、配当を実施することとし、期末配当金につきましては引き続き１

株当たり12円とすることを予定しております。 

なお、次期の期末配当金につきましても、基本方針の下、積極的な利益確保に努めながら、内部保留を確保しつ

つ配当を実施したく1株当たり12円を予定しております。  
  

(4）事業等のリスク 

① 市場環境の変化  

当社グループは、道路工事等で使用される工事用保安用品の販売及びレンタル業を営んでおります。  

土木工事関連業界におきましては、公共投資の減少が続き、年々建設市場が縮小するとともに価格競争が激化

し厳しい環境にあります。  

当社といたしましては、競争力のある新商品開発、営業力の強化などに取り組んでおりますが、公共投資の動

向及び地方自治体の財政状態の変化によっては、業績等に大きな影響を及ぼす可能性があります。  

② 経営成績の季節変動について  

当社グループの上期売上高は、３月までの期末工事終了引き上げ、ゴールデンウィーク（大型連休）等によ

り、４・５月の売上高減、夏季休業による８月の売上高減、下期売上高は、年度末集中工事などによって売上高

増の傾向があり、上期下期の売上高が下期に偏る傾向にあり、これに伴い営業損益も大きく影響を受ける可能性

があります。  

③ レンタル資産投入による損益への影響について  

当社グループは、レンタル需要の増加と顧客ニーズに対応すべく、レンタル商品の更新と増強を積極的に行っ

ております。しかしながらレンタル資産はその投入額の償却期間と、投入後のレンタル売上期間とは必ずしも一

致するものではなく、通常はレンタル売上期間の方が長くなっております。よって、レンタル事業の拡大の一時

期においては、売上原価としての償却額の増加に見合うだけのレンタル売上が計上されず年間の業績悪化要因と

なる可能性があります。 

  

  
第50期 

平成19年3月期

第51期 

平成20年3月期

第52期 

平成21年3月期

第53期 

平成22年3月期 

第54期 

平成23年3月期

自己資本比率（％）  37.3  38.1  37.4  37.2  39.5

時価ベースの自己資本比率（％）  20.3  17.0  12.1  13.9  16.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率（年） 
 13.2  9.6  827.3  7.6  12.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
 4.7  6.5  0.1  8.8  4.8
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最近の有価証券報告書（平成22年6月30日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。  
 なお、当連結会計年度において、非連結子会社であった東阪神株式会社は平成23年3月28日に清算いたしました。

  

(1）会社の経営の基本方針 

  当社グループは「安全と環境にやさしい総合安全企業を目指す」をテーマに掲げ、工事現場の安全管理に不可欠な

保安用品及び保安システムを工事業者に提供するとともに、環境美化と環境負担の低減に役立つ新商品の開発とその

販売を通じて、社会的な貢献を果たすことを経営理念としております。 

  また、顧客・株主・社員・取引先との共存共栄をはかることを常に念頭に置き、事業活動を行っております。 

  

(2）目標とする経営指標 

  当社グループは、自己資本当期純利益率5％以上の達成を中長期的、継続的な目標としておりますが、当期は達成

いたしませんでした。最近３年間の自己資本当期純利益率は3.0％（平成23年３月期）、5.2％（平成22年３月期）、

0.4％（平成21年３月期）でありますので、安定して継続できるよう当社グループが持つ販路を強化し、収益力を高

め達成を目指してまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  厳しい環境が続くなかで当社グループは、全国展開する販売網と広いストックヤードを活かしながら、適正利益

を確保しつつ、良質の保安用品及び保安システムを他社よりも廉価で提供し、顧客満足度の向上を図るとともに、

シェアの拡大に努めてまいります。  
  

(4）会社の対処すべき課題 

  当業界を取り巻く環境は、公共工事の減少から企業間の受注競争が一段と激化するなど、厳しい経営環境にあり

ますが、地域によっては、道路、水道などのインフラ整備の需要が高まってきております。  

  このような状況下、当社グループは業績の回復を最優先課題として以下の項目について全社を挙げて取り組んで

まいります。  

① 安全と環境を重視し、かつ、顧客ニ－ズに合った高機能・高付加価値新商品の開発に鋭意注力し、他社との差別

化を図っております。  

② 首都圏を中心に各店間における営業部門の連携強化や営業員のＯ.Ｊ.Ｔを実施し、営業体制の強化を図るととも

に販路の拡大に努めております。  

③ 建設業者は、工事コストを削減する目的から保安用品のレンタル移行を増々進めておりますが、これに対応する

ため顧客に密着したレンタル営業を更に推進してまいります。  

また、レンタルへの商品投入は原価の上昇となるため、全体的には投入を抑制し、利益を確保しつつ、レンタ

ル商品の効率的な運用管理を行っております。  

④ 民間諸団体や地方自治体が主催するイベント関連への提案営業を強化し、新たな顧客開拓とレンタル受注の拡大

を図ってまいります。  

⑤ 主力商品の海外調達率を更に高めることや、看板作製業務の内製化、仕入単価の見直しを図り、原価低減を進め

てまいります。  

⑥ 意識改革につきましては、社員の士気を高め、創意工夫を啓発して社業発展の原動力となる人事活性化施策を展

開してまいります。  
  

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,748,304 2,583,445

受取手形及び売掛金 2,090,664 1,917,835

商品及び製品 729,297 736,875

原材料 137,553 129,721

繰延税金資産 62,983 59,099

その他 38,105 38,842

貸倒引当金 △19,400 △15,600

流動資産合計 5,787,509 5,450,218

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,680,841 1,782,540

減価償却累計額 ※4  △1,064,723 ※4  △1,102,624

建物及び構築物（純額） ※1  616,117 ※1  679,916

レンタル資産 875,341 932,774

減価償却累計額 △755,898 △757,716

レンタル資産（純額） 119,443 175,058

土地 ※1, ※2  1,287,446 ※1, ※2  1,287,446

リース資産 521,084 700,310

減価償却累計額 △94,456 △218,554

リース資産（純額） 426,627 481,755

その他 231,034 225,873

減価償却累計額 ※4  △204,841 ※4  △203,283

その他（純額） 26,192 22,589

有形固定資産合計 2,475,828 2,646,766

無形固定資産 14,738 13,061

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3  386,859 326,760

繰延税金資産 56,737 24,108

その他 191,169 163,629

貸倒引当金 △25,763 △18,217

投資その他の資産合計 609,003 496,280

固定資産合計 3,099,570 3,156,108

資産合計 8,887,080 8,606,327
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 833,245 766,569

短期借入金 ※1  1,686,000 ※1  1,681,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  540,000 ※1  730,000

リース債務 104,016 140,450

未払法人税等 142,084 77,092

賞与引当金 72,471 68,801

その他 173,502 158,434

流動負債合計 3,551,320 3,622,348

固定負債   

長期借入金 ※1  1,360,000 ※1  980,000

リース債務 329,135 349,725

長期未払金 72,199 72,199

再評価に係る繰延税金負債 ※2  126,530 ※2  126,530

退職給付引当金 139,439 51,847

その他 579 479

固定負債合計 2,027,884 1,580,781

負債合計 5,579,204 5,203,130

純資産の部   

株主資本   

資本金 886,000 886,000

資本剰余金 968,090 968,090

利益剰余金 2,792,677 2,833,288

自己株式 △828 △1,070

株主資本合計 4,645,938 4,686,307

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △54,059 893

土地再評価差額金 ※2  △1,284,003 ※2  △1,284,003

その他の包括利益累計額合計 △1,338,063 △1,283,110

純資産合計 3,307,875 3,403,197

負債純資産合計 8,887,080 8,606,327

-8-



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 7,098,604 6,709,554

売上原価 ※4  3,715,094 ※4  3,346,529

売上総利益 3,383,509 3,363,025

販売費及び一般管理費   

運搬費 472,296 454,852

貸倒引当金繰入額 7,024 11,190

従業員給料及び賞与 1,194,087 1,168,893

賞与引当金繰入額 69,312 65,828

退職給付費用 39,884 31,337

福利厚生費 219,282 223,216

賃借料 379,345 387,938

減価償却費 58,832 62,498

その他 ※1  587,139 ※1  593,722

販売費及び一般管理費合計 3,027,204 2,999,478

営業利益 356,305 363,546

営業外収益   

受取利息 6,794 5,536

受取配当金 3,057 3,361

受取賃貸料 4,776 4,680

受取手数料 2,682 2,186

受取保険金 4,654 265

その他 7,405 9,032

営業外収益合計 29,371 25,061

営業外費用   

支払利息 64,211 63,195

投資有価証券評価損 39,587 29,897

その他 3,639 4,187

営業外費用合計 107,437 97,280

経常利益 278,239 291,327

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 3,373

子会社清算益 － 14,183

退職給付制度改定益 － 86,748

特別利益合計 － 104,305

特別損失   

固定資産除却損 ※2  1,166 ※2  470

投資有価証券評価損 3,372 75,767

会員権評価損 4,400 －

減損損失 ※3  6,439 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26,795

特別損失合計 15,378 103,033

税金等調整前当期純利益 262,860 292,598

法人税、住民税及び事業税 160,578 156,122

法人税等調整額 △65,316 35,901

法人税等合計 95,262 192,023

少数株主損益調整前当期純利益 － 100,574

少数株主利益 － －

当期純利益 167,598 100,574
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 100,574

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 54,952

その他の包括利益合計 － ※2  54,952

包括利益 － ※1  155,527

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 155,527

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 886,000 886,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 886,000 886,000

資本剰余金   

前期末残高 968,090 968,090

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 968,090 968,090

利益剰余金   

前期末残高 2,685,043 2,792,677

当期変動額   

剰余金の配当 △59,963 △59,963

当期純利益 167,598 100,574

当期変動額合計 107,634 40,610

当期末残高 2,792,677 2,833,288

自己株式   

前期末残高 △828 △828

当期変動額   

自己株式の取得 － △241

当期変動額合計 － △241

当期末残高 △828 △1,070

株主資本合計   

前期末残高 4,538,304 4,645,938

当期変動額   

剰余金の配当 △59,963 △59,963

当期純利益 167,598 100,574

自己株式の取得 － △241

当期変動額合計 107,634 40,368

当期末残高 4,645,938 4,686,307
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △79,815 △54,059

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,756 54,952

当期変動額合計 25,756 54,952

当期末残高 △54,059 893

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,284,003 △1,284,003

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,284,003 △1,284,003

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △1,363,819 △1,338,063

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,756 54,952

当期変動額合計 25,756 54,952

当期末残高 △1,338,063 △1,283,110

純資産合計   

前期末残高 3,174,484 3,307,875

当期変動額   

剰余金の配当 △59,963 △59,963

当期純利益 167,598 100,574

自己株式の取得 － △241

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,756 54,952

当期変動額合計 133,391 95,321

当期末残高 3,307,875 3,403,197
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 262,860 292,598

減価償却費 224,093 313,727

減損損失 6,439 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,177 △3,670

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,331 △843

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19,280 △7,972

投資有価証券評価損益（△は益） 39,587 29,897

貸倒引当金戻入益 － △3,373

子会社清算損益（△は益） － △14,183

退職給付制度改定益 － △86,748

固定資産除却損 1,166 470

投資有価証券評価損 3,372 75,767

会員権評価損 4,400 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26,795

レンタル資産取得による支出 △98,237 △181,977

受取利息及び受取配当金 △9,852 △8,897

支払利息 64,211 63,195

売上債権の増減額（△は増加） △44,330 172,829

たな卸資産の増減額（△は増加） 25,779 254

仕入債務の増減額（△は減少） 62,309 △81,339

未払消費税等の増減額（△は減少） 15,347 △13,270

その他の流動資産の増減額（△は増加） 14,232 △1,681

その他の流動負債の増減額（△は減少） 18,335 △4,688

その他の固定資産の増減額（△は増加） 18,338 6,850

その他の固定負債の増減額（△は減少） △14,459 △100

小計 584,821 573,640

利息及び配当金の受取額 9,976 8,980

利息の支払額 △60,513 △62,567

法人税等の支払額 △43,833 △218,172

法人税等の還付額 39,154 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 529,605 301,881

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △15,478 △102,325

子会社の清算による収入 － 24,183

その他投資等の取得による支出 △2,428 △16,785

その他投資等の売却による収入 3,615 6,784

貸付けによる支出 △6,350 △2,300

貸付金の回収による収入 3,038 2,219

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,603 △88,224

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,290,000 2,007,500

短期借入金の返済による支出 △2,300,000 △2,012,500

長期借入れによる収入 800,000 350,000

長期借入金の返済による支出 △950,000 △540,000

リース債務の返済による支出 △79,689 △123,149

自己株式の取得による支出 － △241

配当金の支払額 △60,101 △60,125

財務活動によるキャッシュ・フロー △299,790 △378,516

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 212,211 △164,859

現金及び現金同等物の期首残高 2,536,093 2,748,304

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,748,304 ※  2,583,445
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 該当事項はありません。 

  

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は次の１社であります。 

 愛知フェンス工業株式会社 

 連結子会社は次の１社であります。 

 愛知フェンス工業株式会社 

   非連結子会社は次の１社であります。 

 東阪神株式会社 

 非連結子会社は次の１社であります。 

 東阪神株式会社 

なお、当連結会計年度において、非

連結子会社であった東阪神株式会社は

平成23年3月28日に清算いたしました。 

  （連結範囲から除いた理由） 

 小規模会社であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

（連結範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社である東阪神㈱は、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 全ての連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの…決算期末日の

市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

 なお、組込デリバティブを区分

して測定することが出来ない複合

金融商品は、複合金融商品全体を

時価評価し、評価差額を損益に計

上しております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの…同左 

   時価のないもの…移動平均法に

よる原価法を採用しております。 

 時価のないもの…同左 

  ② たな卸資産 

  主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定）で評価しております。 

② たな卸資産 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産（リース資産を除 

く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）は定額法）によっております。  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産（リース資産を除 

く） 

同左 

  建物及び構築物  10～50年 

その他  ２～24年 

  

  ② 無形固定資産（リース資産を除

く） 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

  ③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

③ リース資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、退職給付引当金の算出は簡

便法によっておりますので、数理計

算上の差異は認識しておりません。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、退職給付引当金の算出は簡

便法によっておりますので、数理計

算上の差異は認識しておりません。 

（追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、これまで退職給付制度として

採用していた適格退職年金制度か

ら、平成22年６月30日に確定拠出年

金制度及び退職一時金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、当連結会

計年度の特別利益として86,748千円

計上されております。 

  (4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 当社グループの行っている金利ス

ワップ取引は、金利スワップの特例

処理の要件を満たすものであり、特

例処理によっております。 

(4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ取引 

 ヘッジ対象…長期借入金の支払い

金利 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…同左 

 ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 将来の金利変動によるリスク回避

を目的に行っており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時及びその後

も継続して、キャッシュ・フロー変

動を完全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジ有効性の

判定は省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ────── (5）連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (5）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

────── 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

────── 
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(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）  

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

これにより、営業利益及び経常利益は3,358千円減少

し、税金等調整前当期純利益は30,154千円減少しており

ます。 

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

────── （連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣

府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。  

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

────── （包括利益の表示に関する会計基準）  

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

建物    千円394,441

土地 千円668,160

計      千円1,062,602

建物    千円399,832

土地 千円668,160

計      千円1,067,992

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円1,361,000

長期借入金 千円1,900,000

(１年内返済予定額を含む)   

計 千円3,261,000

短期借入金 千円1,356,000

長期借入金 千円1,710,000

(１年内返済予定額を含む)   

計 千円3,066,000

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。 

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。 

① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69

条）第16条に規定する地価税の

課税価額の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官

が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行

って算定しております。 

② 再評価実施日 平成14年３月31日 

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

  千円△183,785

① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69

条）第16条に規定する地価税の

課税価額の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官

が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行

って算定しております。 

② 再評価実施日 平成14年３月31日 

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

  千円△253,129

※３ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式）  千円10,000

 ３        ─────― 

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。 

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。 
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 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円 7 ※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円 785

※２ 固定資産除却損は、支店営業所廃止によるものであ

ります。 

固定資産等廃棄費用   千円 1,166

※２ 固定資産除却損は、支店営業所移転によるものであ

ります。 

固定資産等廃棄費用   千円 470

※３ 減損損失  

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。 

資産のグルーピングは、営業拠点の区分を基本単位

としております。 

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

営業拠点について、資産グループの固定資産簿価を全

額回収できる可能性が低いと判断した資産グループの

帳簿価額を、回収可能価額まで減損し、当該減少額を

減損損失（6,439千円）として特別損失に計上しまし

た。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており、時価が入手できないもの

は保守的に回収可能価額を0として評価しておりま

す。                 

場所 用途 種類 減損損失 

岩手県矢巾町 

（盛岡営業所） 
営業拠点 その他 千円693

福岡県糟屋郡 

（福岡支店） 
営業拠点 その他 千円3,352

福岡県筑後市 

（久留米営業所） 
営業拠点 その他 千円301

熊本県熊本市 

（熊本営業所） 
営業拠点 その他 千円1,527

鹿児島県鹿児島市 

（鹿児島営業所） 
営業拠点 その他 千円563

  ３                ──────   

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

  千円 5,407

※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

  千円 6,932

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円 193,354

少数株主に係る包括利益  －

計 千円 193,354

その他有価証券評価差額金 千円 25,756

計 千円 25,756
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加0千株であります。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  5,000  －  －  5,000

合計  5,000  －  －  5,000

自己株式         

普通株式  3  －  －  3

合計  3  －  －  3

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  59,963  12 平成21年３月31日 平成21年６月30日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  59,963 利益剰余金   12 平成22年３月31日 平成22年６月30日

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  5,000  －  －  5,000

合計  5,000  －  －  5,000

自己株式         

普通株式（注）  3  0  －  3

合計  3  0  －  3
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２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

   次のとおり、決議を予定しております。 

  

  

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  59,963  12 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
配当の原資 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  59,952 利益剰余金   12 平成23年３月31日 平成23年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 （平成22年３月31日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 （平成23年３月31日現在）

  

現金及び預金勘定   千円2,748,304

預入期間が３ヶ月を 

  超える定期預金 

       

 千円－

現金及び現金同等物       千円2,748,304

現金及び預金勘定   千円2,583,445

預入期間が３ヶ月を 

  超える定期預金 

       

 千円－

現金及び現金同等物       千円2,583,445
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 当社グループは、前連結会計年度において標識・標示板、安全機材、保安警告サイン、安全防災用品及びその

他工事用品等を販売、レンタルしており当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

  

 当社グループは、前連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店が

ないため該当事項はありません。 

  

 当社グループは、前連結会計年度において海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

おります。 

 当社グループは、土木工事用保安用品の販売及びレンタルを全国展開しております。従って単一事業

ではありますが、取締役会において、営業統括責任範囲を東日本エリアと西日本エリアとしております

ので、この２エリアを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 （単位：千円）

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

(1）セグメント利益の調整額 千円は、全社費用のうち配賦の困難な費用であります。 

(2）ゼグメント資産の調整額 千円は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産でありま

す。 

(3）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 千円は、主に報告セグメ

ントに帰属しない本社資産であります。 

 ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報

   報告セグメント 
調整額   

（注）１  

連結財務諸表計
上額 

（注）２    東日本エリア 西日本エリア 計  

売上高           

外部顧客への売上高  3,422,013 3,287,540 6,709,554  － 6,709,554

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 15,931 15,751 31,682  △31,682 －

計 3,437,944 3,303,291 6,741,236  △31,682 6,709,554

セグメント利益 171,468 370,538 542,007  △178,461 363,546

セグメント資産 2,499,676 1,721,782 4,221,458  4,385,481 8,606,940

その他の項目           

減価償却費  25,024 10,116 35,140  278,586 313,727

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額 

 90,107 6,976 97,084  384,223 481,308

△178,461

4,385,481

384,223
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

 有形固定資産 

  レンタル事業におけるレンタル商品であります。 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。  

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りであります。   

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具  77,775  58,769  19,005

工具、器具及
び備品 

 30,938  26,020  4,918

レンタル資産  181,623  130,181  51,442

ソフトウエア  4,970  3,205  1,764

合計  295,307  218,176  77,131

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具  39,140  27,230  11,909

工具、器具及
び備品 

 5,252  4,402  850

レンタル資産  106,273  80,508  25,764

ソフトウエア  4,970  4,199  770

合計  155,636  116,341  39,295

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      千円 40,905

１年超     千円 47,413

合計     千円 88,318

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      千円 29,472

１年超     千円 16,225

合計     千円 45,697

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料    千円 110,052

減価償却費相当額     千円 99,142

支払利息相当額   千円 3,756

支払リース料    千円 42,360

減価償却費相当額     千円 34,299

支払利息相当額   千円 1,695

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法につきましては、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 

    

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 千円 1,830

１年超 千円 6,229

合計 千円 8,059

１年内 千円 1,830

１年超 千円 4,399

合計 千円 6,229

（関連当事者情報）
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(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

前連結会計年度（平成22年３月31日） 

  

当連結会計年度（平成23年３月31日） 

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

(平成22年３月31日現在） 
  

当連結会計年度 

(平成23年３月31日現在） 

繰延税金資産（流動）       

貸倒引当金 千円 270   千円 －

未払事業税 千円 11,319   千円 6,852

賞与引当金分社会保険料 千円 3,756   千円 3,664

賞与引当金 千円 29,333   千円 27,959

棚卸資産（未実現利益） 千円 7,506   千円 8,138

棚卸資産評価損 千円 24,205   千円 27,180

その他 千円 7,195   千円 8,922

繰延税金資産小計 千円 83,587   千円 82,718

評価性引当額 千円 △20,603   千円 △23,619

繰延税金資産合計 千円 62,983   千円 59,099

繰延税金資産（固定）       

貸倒引当金 千円 4,472   千円 3,706

退職給付引当金 千円 56,737   千円 21,096

長期未払金 千円 29,378   千円 29,378

投資有価証券評価損 千円 46,699   千円 87,424

会員権評価損 千円 7,817   千円 7,817

資産除去債務 千円 －   千円 12,180

減損損失 千円 4,154   千円 3,624

その他有価証券評価差額金 千円 21,996   千円 －

繰延税金資産小計 千円 171,256   千円 165,228

評価性引当額 千円 △114,518   千円 △140,507

繰延税金資産合計 千円 56,737   千円 24,721

繰延税金負債（固定）       

その他有価証券評価差額金 千円 －   千円 612

繰延税金負債合計 千円 －   千円 612

繰延税金資産の純額 千円 119,721   千円 83,207

法定実効税率 ％ 40.7   

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％ 2.4   

住民税均等割等 ％ 9.2   

評価性引当額 ％ △15.7   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％ △0.2   

子会社税率差異 ％ △0.5   

その他 ％ 0.3   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 36.2   

法定実効税率 ％ 40.7   

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％ 1.9   

住民税均等割等 ％ 8.7   

評価性引当額 ％ 16.8   

子会社清算配当金 ％ △2.0   

子会社税率差異 ％ △0.1   

その他 ％ △0.4   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 65.6   
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

前連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 17,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．減損処理を行った有価証券 

当連結会計年度においてその他有価証券で時価のある株式について3,372千円の減損処理を行っておりま

す。  

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。  

当連結会計年度において債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、投資有価証券評価

損39,587千円を計上しております。なお「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載しております。

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  13,778  9,859  3,919

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  13,778  9,859  3,919

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  167,350  225,329  △57,979

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  188,730  300,000  △111,270

(3）その他  －  －  －

小計  356,080  525,329  △169,249

合計  369,859  535,189  △165,329
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当連結会計年度（平成23年３月31日） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 7,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．減損処理を行った有価証券 

当連結会計年度においてその他有価証券で時価のある株式について75,767千円の減損処理を行っておりま

す。  

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。  

当連結会計年度において債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、投資有価証券評価

損29,897千円を計上しております。なお「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載しております。

  

         決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  種類 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式  9,626  6,047  3,578

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  9,626  6,047  3,578

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式  151,301  153,373  △2,072

(2）債券       

① 国債・地方債

等 
 －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  158,833  300,000  △141,167

(3）その他  －  －  －

小計  310,134  453,373  △143,239

合計  319,760  459,421  △139,661

（デリバティブ取引関係）
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

    決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

   当社は、昭和42年５月１日より従業員退職金の

100％について、適格退職年金制度を採用しており

ます。 

   なお、退職給付引当金の算定にあたり、簡便法を

採用しております。 

  

２．退職給付債務に関する事項    

   

  

  

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

  

  

  

  ──────  

 

 

(1)退職給付債務 千円△358,868

(2)年金資産 千円219,429

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2) 千円△139,439

(4)連結貸借対照表計上額純額 千円△139,439

(5)前払年金費用 千円－

(6)退職給付引当金 (4)－(5) 千円△139,439

(1)勤務費用  千円39,884

(2)退職給付費用  千円39,884

１．採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度としての適格退職年金

制度を設けていましたが、平成22年６月30日付で適

格退職年金制度を、確定拠出年金制度及び退職一時

金制度に移行いたしました。 

   なお、当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項    

  （注）適格退職年金制度から確定拠出年金制度及び

退職一時金制度への移行に伴う影響額は次のとおり

です。  

 また、確定拠出年金制度への資産移換額は207,497

千円であり、平成23年８月に一括移換しております。

３．退職給付費用に関する事項 

（注）適格退職年金制度から確定拠出年金制度への

移行に伴い86,748千円を特別利益に「退職給付制度

改定益」として計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   当社は、退職給付債務等の算定にあたり、簡便法

を採用しておりますので、基礎率等については記載

しておりません。  

 退職給付債務 千円51,847

 退職給付引当金 千円51,847

 退職給付債務の減少 千円294,246

 年金資産の減少 千円△207,497

 退職給付引当金の減少 千円△86,748

 勤務費用  千円17,326

 確定拠出年金への掛金支払額  千円14,010

 合計  千円31,337

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（賃貸等不動産関係）
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 （注） １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額     円 銭661 97

１株当たり当期純利益    円 銭33 54

１株当たり純資産額     円 銭681 18

１株当たり当期純利益    円 銭20 13

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（千円）  167,598  100,574

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  167,598  100,574

期中平均株式数（株）  4,996,991  4,996,406

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

（退職給付制度の移行） 

平成22年５月７日開催の取締役会において、確定拠出年

金法の施行に伴い、これまで退職給付制度として採用して

いた適格退職年金制度から、平成22年６月30日に確定拠出

年金制度及び退職一時金制度へ移行することを決議いたし

ました。 

この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用する予定であります。これにより、翌連結会計

年度において特別利益約85百万円を計上する見込みであり

ます。 

────── 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,522,548 2,359,064

受取手形 809,586 749,504

売掛金 1,279,602 1,167,041

商品 604,934 631,941

前払費用 33,001 33,965

未収収益 815 570

繰延税金資産 51,853 44,613

その他 873 887

貸倒引当金 △19,400 △15,600

流動資産合計 5,283,814 4,971,987

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,582,616 1,671,115

減価償却累計額 ※3  △993,417 ※3  △1,026,718

建物（純額） ※1  589,198 ※1  644,397

構築物 91,109 104,309

減価償却累計額 ※3  △64,472 ※3  △68,957

構築物（純額） 26,636 35,351

機械及び装置 6,416 6,416

減価償却累計額 ※3  △5,840 ※3  △5,956

機械及び装置（純額） 575 459

車両運搬具 54,279 57,777

減価償却累計額 ※3  △51,835 ※3  △51,703

車両運搬具（純額） 2,443 6,073

工具、器具及び備品 111,991 112,105

減価償却累計額 ※3  △95,409 ※3  △100,300

工具、器具及び備品（純額） 16,581 11,805

レンタル資産 875,341 932,774

減価償却累計額 △755,898 △757,716

レンタル資産（純額） 119,443 175,058

土地 ※1, ※2  1,287,446 ※1, ※2  1,287,446

リース資産 521,084 700,310

減価償却累計額 △94,456 △218,554

リース資産（純額） 426,627 481,755

有形固定資産合計 2,468,953 2,642,349

無形固定資産   

電話加入権 7,938 7,938

ソフトウエア 4,543 3,177
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

その他 2,075 1,764

無形固定資産合計 14,557 12,880

投資その他の資産   

投資有価証券 376,859 326,760

関係会社株式 21,300 11,300

出資金 10 10

従業員長期貸付金 6,297 6,378

破産更生債権等 26,026 19,176

長期前払費用 － 55

会員権 3,750 3,750

保険積立金 9,443 9,999

敷金及び保証金 133,445 115,839

繰延税金資産 56,737 24,108

貸倒引当金 △25,763 △18,217

投資その他の資産合計 608,106 499,159

固定資産合計 3,091,617 3,154,388

資産合計 8,375,432 8,126,376

負債の部   

流動負債   

支払手形 522,983 475,914

買掛金 ※4  223,604 ※4  246,644

短期借入金 ※1  1,361,000 ※1  1,356,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  540,000 ※1  730,000

リース債務 104,016 140,450

未払金 2,547 3,182

未払費用 123,347 117,066

未払法人税等 135,134 68,883

賞与引当金 69,312 65,828

その他 37,469 31,444

流動負債合計 3,119,416 3,235,414

固定負債   

長期借入金 ※1  1,360,000 ※1  980,000

リース債務 329,135 349,725

長期未払金 72,199 72,199

再評価に係る繰延税金負債 ※2  126,530 ※2  126,530

退職給付引当金 139,439 51,847

その他 579 479

固定負債合計 2,027,884 1,580,781

負債合計 5,147,300 4,816,196
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 886,000 886,000

資本剰余金   

資本準備金 968,090 968,090

資本剰余金合計 968,090 968,090

利益剰余金   

利益準備金 56,023 56,023

その他利益剰余金   

別途積立金 2,487,000 2,577,000

繰越利益剰余金 169,910 107,248

利益剰余金合計 2,712,933 2,740,272

自己株式 △828 △1,070

株主資本合計 4,566,194 4,593,291

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △54,059 893

土地再評価差額金 ※2  △1,284,003 ※2  △1,284,003

評価・換算差額等合計 △1,338,063 △1,283,110

純資産合計 3,228,131 3,310,180

負債純資産合計 8,375,432 8,126,376
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高   

商品売上高 4,151,386 3,846,329

レンタル売上高 2,935,395 2,852,895

売上高合計 7,086,782 6,699,225

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 614,485 604,934

当期商品仕入高 ※2  3,650,808 ※2  3,360,577

合計 4,265,294 3,965,511

商品他勘定振替高 ※1  874,059 ※1  751,604

商品期末たな卸高 604,934 631,941

商品売上原価 2,786,300 2,581,964

レンタル売上原価 1,027,736 865,281

売上原価合計 ※6  3,814,037 ※6  3,447,246

売上総利益 3,272,745 3,251,979

販売費及び一般管理費   

運搬費 433,643 418,304

貸倒引当金繰入額 7,024 11,190

役員報酬 67,560 71,790

従業員給料及び賞与 1,194,087 1,168,893

賞与引当金繰入額 69,312 65,828

退職給付費用 39,884 31,337

福利厚生費 216,389 220,690

通信・交通費 109,411 107,816

消耗品費 51,639 53,550

賃借料 372,240 380,758

減価償却費 58,832 62,498

その他 ※3  346,013 ※3  345,467

販売費及び一般管理費合計 2,966,038 2,938,126

営業利益 306,706 313,852

営業外収益   

受取利息 6,780 5,527

受取配当金 3,057 3,361

受取賃貸料 ※2  10,776 ※2  10,680

受取手数料 ※2  14,682 ※2  14,186

受取保険金 4,654 265

その他 6,459 7,798

営業外収益合計 46,411 41,819

営業外費用   

支払利息 59,464 59,168

投資有価証券評価損 39,587 29,897

その他 1,996 2,144

営業外費用合計 101,048 91,209

経常利益 252,070 264,461
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 3,373

子会社清算益 － 14,183

退職給付制度改定益 － 86,748

特別利益合計 － 104,305

特別損失   

固定資産除却損 ※4  1,166 ※4  470

投資有価証券評価損 3,372 75,767

会員権評価損 4,400 －

減損損失 ※5  6,439 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23,646

特別損失合計 15,378 99,884

税引前当期純利益 236,691 268,881

法人税、住民税及び事業税 149,396 142,322

法人税等調整額 △64,488 39,256

法人税等合計 84,908 181,579

当期純利益 151,783 87,302
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 886,000 886,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 886,000 886,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 968,090 968,090

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 968,090 968,090

資本剰余金合計   

前期末残高 968,090 968,090

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 968,090 968,090

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 56,023 56,023

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 56,023 56,023

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,537,000 2,487,000

当期変動額   

別途積立金の積立 － 90,000

別途積立金の取崩 △50,000 －

当期変動額合計 △50,000 90,000

当期末残高 2,487,000 2,577,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 28,090 169,910

当期変動額   

別途積立金の積立 － △90,000

別途積立金の取崩 50,000 －

剰余金の配当 △59,963 △59,963

当期純利益 151,783 87,302

当期変動額合計 141,819 △62,661

当期末残高 169,910 107,248

利益剰余金合計   

前期末残高 2,621,114 2,712,933

当期変動額   

剰余金の配当 △59,963 △59,963

当期純利益 151,783 87,302

当期変動額合計 91,819 27,338

当期末残高 2,712,933 2,740,272
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △828 △828

当期変動額   

自己株式の取得 － △241

当期変動額合計 － △241

当期末残高 △828 △1,070

株主資本合計   

前期末残高 4,474,375 4,566,194

当期変動額   

剰余金の配当 △59,963 △59,963

当期純利益 151,783 87,302

自己株式の取得 － △241

当期変動額合計 91,819 27,096

当期末残高 4,566,194 4,593,291

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △79,815 △54,059

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,756 54,952

当期変動額合計 25,756 54,952

当期末残高 △54,059 893

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,284,003 △1,284,003

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,284,003 △1,284,003

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △1,363,819 △1,338,063

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,756 54,952

当期変動額合計 25,756 54,952

当期末残高 △1,338,063 △1,283,110

純資産合計   

前期末残高 3,110,555 3,228,131

当期変動額   

剰余金の配当 △59,963 △59,963

当期純利益 151,783 87,302

自己株式の取得 － △241

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,756 54,952

当期変動額合計 117,575 82,049

当期末残高 3,228,131 3,310,180
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 該当事項はありません。 

  

  

(4）継続企業の前提に関する注記

(5）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

 時価のあるもの…決算期末日の市

場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

 なお、組込デリバティブを区分し

て測定することが出来ない複合金融

商品は、複合金融商品全体を時価評

価し、評価差額を損益に計上してお

ります。 

(2）その他有価証券 

  時価のあるもの…同左 

   時価のないもの…移動平均法によ

る原価法を採用しております。 

  時価のないもの…同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

 移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）で評価しておりま

す。 

商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）によっており

ます。  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  建物 10～50年 

構築物 10～30年 

機械及び装置 ６～12年 

車両運搬具 ４～６年 

工具、器具及び

備品 

２～20年 

レンタル資産 ３～５年 

 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産については、リ

ース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

(3）リース資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、退職給付引当金の算出は簡便

法によっておりますので、数理計算上

の差異は認識しておりません。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

  なお、退職給付引当金の算出は簡便

法によっておりますので、数理計算上

の差異は認識しておりません。 

（追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、これまで退職給付制度として採用

していた適格退職年金制度から、平成

22年６月30日に確定拠出年金制度及び

退職一時金制度へ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を適

用しております。 

 本移行に伴う影響額は、当事業年度

の特別利益として86,748千円計上され

ております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 当社の行っている金利スワップ取

引は、金利スワップの特例処理の要

件を満たすものであり、特例処理に

よっております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…長期借入金の支払い

金利 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 将来の金利変動によるリスク回避

を目的に行っており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時及びその後

も継続して、キャッシュ・フロー変

動を完全に相殺するものと想定する

ことができるため、ヘッジ有効性の

判定は省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(6）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）  

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

これにより、営業利益及び経常利益は2,731千円減少

し、税引前当期純利益は26,378千円減少しております。
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(7）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

建物         千円394,441

土地 千円668,160

計      千円1,062,602

建物         千円399,832

土地 千円668,160

計      千円1,067,992

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円1,361,000

長期借入金 千円1,900,000

(１年内返済予定額を含む)   

計 千円3,261,000

短期借入金 千円1,356,000

長期借入金 千円1,710,000

(１年内返済予定額を含む)   

計 千円3,066,000

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。 

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。 

① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69

条）第16条に規定する地価税の

課税価額の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官

が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行

って算定しております。 

② 再評価実施日 平成14年３月31日 

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

  千円△183,785

① 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行

令（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69

条）第16条に規定する地価税の

課税価額の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官

が定めて公表した方法により算

定した価額に合理的な調整を行

って算定しております。 

② 再評価実施日 平成14年３月31日 

③ 再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

  千円△253,129

※３ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。 

※３ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。 

※４ 関係会社に対する主な資産、負債 

 区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。 

※４ 関係会社に対する主な資産、負債 

 区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。 

買掛金 千円10,677 買掛金 千円28,299
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

※１ 商品他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※１ 商品他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

レンタル資産 千円98,237

レンタル売上原価   千円773,370

販売費及び一般管理費 千円2,451

レンタル資産 千円181,977

レンタル売上原価   千円568,413

販売費及び一般管理費 千円1,213

※２ 関係会社との取引による主なものは次のとおりであ

ります。 

※２ 関係会社との取引による主なものは次のとおりであ

ります。 

商品仕入高   千円893,910

受取賃貸料 千円6,000

受取手数料 千円12,000

商品仕入高   千円828,568

受取賃貸料 千円6,000

受取手数料 千円12,000

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円7 ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円785

※４ 固定資産除却損は、支店営業所廃止によるものであ

ります。 

固定資産等廃棄費用       千円1,166

※４ 固定資産除却損は、支店営業所移転によるものであ

ります。 

固定資産等廃棄費用       千円470

※５ 減損損失  

   当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。 

資産のグルーピングは、営業拠点の区分を基本単位

としております。 

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである

営業拠点について、資産グループの固定資産簿価を全

額回収できる可能性が低いと判断した資産グループの

帳簿価額を、回収可能価額まで減損し、当該減少額を

減損損失（6,439千円）として特別損失に計上しまし

た。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており、時価が入手できないもの

は保守的に回収可能価額を0として評価しておりま

す。      

場所 用途 種類 減損損失 

岩手県矢巾町 

（盛岡営業所） 
営業拠点 その他 千円693

福岡県糟屋郡 

（福岡支店） 
営業拠点 その他 千円3,352

福岡県筑後市 

（久留米営業所） 
営業拠点 その他 千円301

熊本県熊本市 

（熊本営業所） 
営業拠点 その他 千円1,527

鹿児島県鹿児島市 

（鹿児島営業所） 
営業拠点 その他 千円563

  ５         ─────―  

※６ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

       千円4,403

※６ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

       千円4,542
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取による増加0千円株であります。 

   

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式  3  －  －  3

合計  3  －  －  3

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注）  3  0  －  3

合計  3  0  －  3

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

 有形固定資産 

  レンタル事業におけるレンタル商品であります。 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。  

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。   

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具  71,069  53,245  17,823

工具、器具及
び備品 

 30,938  26,020  4,918

レンタル資産  181,623  130,181  51,442

ソフトウエア  4,970  3,205  1,764

合計  288,601  212,653  75,948

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具  34,955  23,851  11,103

工具、器具及
び備品 

 5,252  4,402  850

レンタル資産  106,273  80,508  25,764

ソフトウエア  4,970  4,199  770

合計  151,451  112,962  38,489
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 前事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）及び当事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

   

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    千円 39,814

１年超   千円 45,557

合計     千円 85,372

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    千円 28,364

１年超   千円 15,477

合計     千円 43,842

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 千円 108,535

減価償却費相当額 千円 98,210

支払利息相当額 千円 3,703

支払リース料 千円 41,232

減価償却費相当額 千円 33,922

支払利息相当額 千円 1,658

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法につきましては、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

（減損損失について） 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 千円 1,830

１年超 千円 6,229

合計 千円 8,059

１年内 千円 1,830

１年超 千円 4,399

合計 千円 6,229

（有価証券関係）
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(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

前事業年度（平成22年３月31日） 

  

当事業年度（平成23年３月31日） 

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成22年３月31日現在） 
  

当事業年度 

（平成23年３月31日現在） 

繰延税金資産（流動）       

貸倒引当金 千円 270   千円 －

未払事業税 千円 10,740   千円 6,220

賞与引当金分社会保険料 千円 3,607   千円 3,506

賞与引当金 千円 28,203   千円 26,785

棚卸資産評価損 千円 22,440   千円 24,289

その他 千円 7,195   千円 7,430

繰延税金資産小計 千円 72,457   千円 68,233

評価性引当額 千円 △20,603   千円 △23,619

繰延税金資産合計 千円 51,853   千円 44,613

繰延税金資産（固定）       

貸倒引当金 千円 4,472   千円 3,706

退職給付引当金   千円 56,737     千円 21,096

長期未払金 千円 29,378   千円 29,378

投資有価証券評価損 千円 46,699   千円 87,424

会員権評価損 千円 7,817   千円 7,817

資産除去債務 千円 －   千円 10,688

減損損失 千円 4,154   千円 3,624

その他有価証券評価差額金 千円 21,996   千円 －

繰延税金資産小計 千円 171,256   千円 163,736

評価性引当額 千円 △114,518   千円 △139,015

繰延税金資産合計 千円 56,737   千円 24,721

繰延税金負債（固定）       

その他有価証券評価差額金 千円 －   千円 612

繰延税金負債合計 千円 －   千円 612

繰延税金資産の純額 千円 108,591   千円 68,721

法定実効税率 ％ 40.7   

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％ 2.6   

住民税均等割等 ％ 10.1   

評価性引当額 ％ △17.4   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％ △0.2   

その他 ％ 0.1   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 35.9   

法定実効税率 ％ 40.7   

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％ 1.5   

住民税均等割等 ％ 9.4   

評価性引当額 ％ 18.3   

子会社清算配当金 ％ △2.1   

その他 ％ △0.3   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 67.5   
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 （注） １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額    円 銭646 02

１株当たり当期純利益 円 銭30 37

１株当たり純資産額    円 銭662 56

１株当たり当期純利益 円 銭17 47

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（千円）  151,783  87,302

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  151,783  87,302

期中平均株式数（株）  4,996,991  4,996,406

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

（退職給付制度の移行） 

平成22年５月７日開催の取締役会において、確定拠出年

金法の施行に伴い、これまで退職給付制度として採用して

いた適格退職年金制度から、平成22年６月30日に確定拠出

年金制度及び退職一時金制度へ移行することを決議いたし

ました。 

この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用する予定であります。これにより、翌事業年度

において特別利益約85百万円を計上する見込みでありま

す。 

────── 
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 (1）役員の異動 

①代表者の異動 

  新任代表取締役候補者 

   平成23年６月29日に開催予定の定時株主総会において選任予定。 

    代表取締役副社長  涌 井  澄 欣 （現 専務取締役総務部長） 

  

②その他役員の異動 

  退任予定取締役 

   平成23年６月29日に開催予定の定時株主総会をもって退任予定。 

    取締役  久 保   章  （相談役兼大阪支店長 就任予定） 

  

 (2）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②商品仕入実績 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

６．その他

品目 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

標識・標示板  421,250  48.2  334,970  41.2

安全機材  209,420  24.0  224,129  27.6

保安警告サイン  112,660  12.9  132,139  16.3

安全防災用品  40,980  4.7  34,441  4.2

その他  88,963  10.2  86,502  10.7

合計  873,276  100.0  812,183  100.0

品目 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

標識・標示板  582,595  21.1  544,616  21.6

安全機材  239,182  8.7  184,545  7.3

保安警告サイン  176,592  6.4  181,069  7.2

安全防災用品  377,275  13.7  372,630  14.7

その他  505,823  18.4  493,440  19.5

小計  1,881,469  68.3  1,776,303  70.3

レンタル仕入高  871,607  31.7  750,391  29.7

合計  2,753,077  100.0  2,526,694  100.0
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③受注状況  

 当社グループは、受注生産を行っておりません。 

  

④販売実績 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

品目 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

標識・標示板  1,707,827  24.0  1,487,847  22.2

安全機材  637,430  9.0  594,469  8.9

保安警告サイン  434,535  6.1  439,252  6.5

安全防災用品  576,884  8.1  565,123  8.4

その他  806,532  11.4  769,965  11.5

小計  4,163,208  58.6  3,856,659  57.5

レンタル売上高  2,935,395  41.4  2,852,895  42.5

合計  7,098,604  100.0  6,709,554  100.0
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